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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期

第３四半期
連結累計期間

第47期
第３四半期
連結累計期間

第46期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 165,461 174,327 206,867

経常利益 (百万円) 4,062 5,219 3,917

四半期(当期)純利益 (百万円) 2,623 3,995 2,466

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,855 4,144 2,654

純資産額 (百万円) 25,877 29,375 25,694

総資産額 (百万円) 85,429 87,616 53,879

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 116.46 176.53 109.40

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 115.06 173.81 108.13

自己資本比率 (％) 30.1 33.2 47.4
 

 

回次
第46期

第３四半期
連結会計期間

第47期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 55.29 96.31
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

なお、特定子会社の異動には該当しておりませんが、当社の連結子会社でありました株式会社ハピネット・ピーエ

ムを、平成26年４月１日付で当社が吸収合併いたしました。

また、当社の連結子会社でありましたトイズユニオン株式会社と株式会社モリゲームズは、平成26年７月１日付で

トイズユニオン株式会社を存続会社として合併し、商号を株式会社マックスゲームズに変更いたしました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

　

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策等により、企業収益や雇用情勢の改善な

ど緩やかに景気回復が見られますが、物価の上昇や消費税増税による駆け込み需要の反動の長期化への懸念など、

景気の先行きは引き続き不透明な状況が続いております。

当社グループの属するエンタテインメント業界におきましては、少子化や消費者ニーズの多様化、ソフト配信や

モバイル・オンラインゲームの影響によるパッケージ市場の低迷等、依然厳しい状況で推移しております。

このような状況の中、当社グループの業績につきましては、映像音楽事業において苦戦を強いられたものの、当

社グループの最大の商戦期であります年末商戦で玩具事業においてキャラクター商材を中心に、ヒット商材に恵ま

れ、売上高、利益ともに好調に推移しました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,743億２千７百万円(前年同期比5.4％増)、営業利益は51億

４千９百万円(同28.0％増)、経常利益は52億１千９百万円(同28.5％増)、四半期純利益は39億９千５百万円(同

52.3％増)となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

　
① 玩具事業

中核事業であります玩具事業は、「妖怪ウォッチ」をはじめとしたバンダイのキャラクター商材が好調に推移

し、売上高、セグメント利益ともに前年同期を大幅に上回りました。

この結果、売上高は749億１千１百万円(前年同期比22.8％増)、セグメント利益は42億５千８百万円(同59.6％

増)となりました。

 
② 映像音楽事業

映像音楽事業につきましては、インターネットを利用したソフト配信の影響により、パッケージ市場全体が低

調に推移している中、当社グループにおきましては、利益率の高い自社作品で目立ったヒット作がなかったこと

等により売上高、セグメント利益ともに低調に推移いたしました。

この結果、売上高は323億７千９百万円(前年同期比2.0％減)、セグメント利益は２千７百万円(同91.4％減)と

なりました。
　

③ ビデオゲーム事業

ビデオゲーム事業につきましては、ソフト配信やモバイル・オンラインゲームの普及の影響等により、パッ

ケージ市場全体が低迷している中、当社グループにおきましては、売上高はヒット作品の不足により前年同期を

下回りましたが、利益面につきましては子会社の統合効果や在庫処分の削減等により前年同期を上回りました。

この結果、売上高は485億７千１百万円(前年同期比10.6％減)、セグメント利益は４億２千７百万円(同21.5％

増)となりました。
　

④ アミューズメント事業

アミューズメント事業につきましては、売上高は玩具自動販売機において人気のキャラクター商材が好調に推

移したことにより前年同期を上回りましたが、利益面につきましては利益率の高いキッズカードゲーム機商材の

売上構成比が低下したことにより前年同期を下回りました。

この結果、売上高は184億６千４百万円(前年同期比7.7％増)、セグメント利益は14億７千５百万円(同10.2％

減)となりました。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、２千９百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループは、2012年度より３ヵ年計画の第６次中期経営計画を策定し、基本方針として「エンタテインメン

ト総合商社としての成長と新たな事業領域への挑戦」と掲げております。

当計画の基本戦略は以下の通りであります。

① 既存事業の継続的な成長

② 新たな事業領域への挑戦

③ 流通機能の強化・確立

既存事業の継続的な成長とは、独占販売権の獲得やビジネスパートナーとの連携強化により、各事業において中

間流通業として更なるシェア拡大を図ってまいります。

新たな事業領域への挑戦とは、デジタルエンタテインメント分野を含めた新規事業分野への積極的な進出や周辺

事業分野への拡大などを目指し、更なる成長を図ってまいります。

流通機能の強化・確立とは、システム機能の高度化を図り、既存事業の拡大や新規事業への進出など長期持続的

な成長に対応できる機能をつくります。

以上の基本方針・基本戦略を推進し、更なる成長・発展を目指してまいります。

 

(5) 財政状態の状況についての分析

(資産)

当第３四半期連結会計期間末の資産につきましては、前連結会計年度末に比べ337億３千６百万円増加し、876

億１千６百万円となりました。これは主に、受取手形及び売掛金等の流動資産の増加331億６千１百万円によるも

のであります。

(負債)

当第３四半期連結会計期間末の負債につきましては、前連結会計年度末に比べ300億５千６百万円増加し、582

億４千１百万円となりました。これは主に、支払手形及び買掛金、短期借入金等の流動負債の増加295億７千７百

万円によるものであります。

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末の純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ36億８千万円増加し、293億７

千５百万円となりました。これは主に、四半期純利益計上による利益剰余金の増加39億９千５百万円及び剰余金

の配当による利益剰余金の減少６億１千万円によるものであります。

 

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループを取り巻く市場環境は、少子化や消費者ニーズの多様化、ソフト配信やモバイル・オンラインゲー

ムの影響によるパッケージ市場の低迷等、今後とも厳しい状況が続くと予測されます。

当社グループといたしましては、これまで積極的に構築してきた、情報・物流システムはもちろんのこと、中間

流通業として培ってきた経営力、管理手法、情報収集・発信機能を重視した販売システム等の基盤の強化を図ると

ともに、デジタルコンテンツやライツの獲得を推進するなど、新たなエンタテインメントビジネスに積極的に挑戦

し、更なる成長・発展を目指してまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 64,000,000

計 64,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年２月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 24,050,000 24,050,000
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数
100株

計 24,050,000 24,050,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

当第３四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成26年度株式報酬型新株予約権

決議年月日 平成26年11月12日

新株予約権の数(個) 936

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)(注)１ 93,600

新株予約権の行使時の払込金額(円) １

新株予約権の行使期間
自　平成26年12月11日
至　平成56年12月10日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　 　　1,464
資本組入額　（注）２

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
　譲渡による新株予約権の取得については、当社の取
締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４
 

(注) １．新株予約権１個当たりの目的である株式の数(以下、「対象株式数」という。)は100株とする。

なお、当社が当社普通株式の株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により対象株式数の調整を

行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後対象株式数 ＝ 調整前対象株式数 × 株式分割または併合の比率

また、割当日後に当社が合併、会社分割を行う場合、株式無償割当を行う場合、その他これらに準じて対象

株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲内で対象株式数は適切に調整されるものとする。
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２．資本組入額

(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に基づき算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金

等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

３．新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権者は、当社の取締役、子会社取締役、当社の監査役、子会社監査役、執行役員及び従業員のい

ずれの地位も喪失した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り、新株予約権を一括してのみ行使でき

るものとする。

(2) 新株予約権者は、上記(1)の規定にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、または当社

が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案につき当社の株主総会で承認された場合

(株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合)は、当該承認日の翌日から30日間に限

り、新株予約権を行使できるものとする。

(3) 新株予約権者は、上記(1)の規定にかかわらず、新株予約権者が当社の子会社取締役、子会社監査役、子

会社執行役員または子会社従業員であった場合で、当該会社が当社の子会社ではなくなった場合(組織再編

行為や株式譲渡による場合を含むがこれに限らない)は、当該会社が当社の子会社ではなくなった日の翌日

から30日間に限り、新株予約権を行使できるものとする。

(4) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権が、新株予約権者の法定相続人のうちの１名(以下「相続承継

人」という。)のみに帰属した場合に限り、相続承継人は次の各号の条件のもと、権利を譲り受け、新株予

約権を行使することができるものとする。ただし、刑法犯のうち、重大な事犯を行ったと認められる者は、

相続承継人となることができず、権利を行使できないものとする。

① 相続承継人が死亡した場合、その相続人は新株予約権を相続することはできないものとする。

② 相続承継人は、相続開始後10ヶ月以内かつ権利行使期間の最終日までに当社所定の相続手続を完了しな

ければならないものとする。

③ 相続承継人は、上記「新株予約権の行使期間」所定の行使期間内で、かつ、当社所定の相続手続完了時

から２ヶ月以内に限り一括して新株予約権を行使することができるものとする。

４．当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

(以上を総称して以下「組織再編行為」という。)する場合において、組織再編行為の効力発生日において残存

する新株予約権(以下「残存新株予約権」という。)については、会社法第236条第１項第８号イからホまでに

掲げる株式会社(以下「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条件に基づき交付することとする。こ

の場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社の新株予約権を新たに交付するものとする。

ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、合併契約、吸収分割契約、新設分

割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数を交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類及び数

新株予約権の目的となる株式の種類は再編対象会社普通株式とし、新株予約権の行使により交付する再編

対象会社普通株式の数は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記「新株予約権の目的となる株式の数」

に準じて決定する。

(3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に当該各新

株予約権の目的となる株式数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される新株予約権を行

使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たりの金額を１円とする。

(4) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権の行使期間の

満了日までとする。

(5) 新株予約権の取得に関する事項

新株予約権の取得事由および条件に準じて決定する。

なお、新株予約権の取得事由および条件は下記のとおりとする。

① 新株予約権者が権利行使をする前に、上記「新株予約権の行使の条件」に記載の条件または新株予約権

割当契約の定めにより新株予約権を行使できなくなった場合、当社は当社の取締役会が別途定める日を

もって当該新株予約権を無償で取得することができる。

② 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる吸収分割契約もしくは新設分割計画または当社

が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画の承認の議案が当社の株主総会(株主総会が不要

な場合は当社の取締役会)において承認された場合は、当社の取締役会が別途定める日(ただし、上記「新

株予約権の行使の条件」(2)の場合には、(2)に定める行使期間満了日後の日を定めるものとする。)を

もって、同日時点で権利行使されていない新株予約権を無償で取得することができる。

(6) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。
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(7) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

(8) 新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年10月１日～
平成26年12月31日

－ 24,050,000 － 2,751 － 2,775
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成26年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成26年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 　 1,413,300

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   22,580,100 225,801 ―

単元未満株式 普通株式       56,600 ― ―

発行済株式総数 24,050,000 ― ―

総株主の議決権 ― 225,801 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成26年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ハピネット

東京都台東区駒形
二丁目４番５号

1,413,300 ― 1,413,300 5.87

計 ― 1,413,300 ― 1,413,300 5.87
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　役職の異動　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役副社長最高情報責任者
兼アミューズメント事業管掌

取締役副社長最高情報責任者
兼アミューズメント事業管掌

石川　徹郎 平成26年12月９日
 

 

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 9,996 7,910

  受取手形及び売掛金 24,104 ※１  58,172

  たな卸資産 7,404 9,792

  その他 5,533 4,323

  貸倒引当金 △12 △11

  流動資産合計 47,025 80,187

 固定資産   

  有形固定資産 1,342 897

  無形固定資産 446 770

  投資その他の資産 ※２  5,065 ※２  5,761

  固定資産合計 6,854 7,429

 資産合計 53,879 87,616

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 20,099 ※１  41,844

  短期借入金 － 6,000

  未払法人税等 1,104 910

  賞与引当金 477 116

  その他の引当金 21 18

  その他 3,333 5,723

  流動負債合計 25,036 54,613

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 24 －

  退職給付に係る負債 2,103 2,682

  その他 1,020 944

  固定負債合計 3,148 3,627

 負債合計 28,185 58,241

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,751 2,751

  資本剰余金 2,775 2,775

  利益剰余金 20,562 23,945

  自己株式 △948 △936

  株主資本合計 25,141 28,536

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 378 527

  繰延ヘッジ損益 △0 0

  その他の包括利益累計額合計 378 528

 新株予約権 175 310

 純資産合計 25,694 29,375

負債純資産合計 53,879 87,616
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 165,461 174,327

売上原価 146,654 153,609

売上総利益 18,806 20,717

販売費及び一般管理費 14,782 15,568

営業利益 4,023 5,149

営業外収益   

 受取利息 1 1

 受取配当金 28 28

 負ののれん償却額 1 －

 その他 48 48

 営業外収益合計 80 78

営業外費用   

 支払利息 15 1

 リース解約損 0 5

 貸倒引当金繰入額 25 0

 その他 0 1

 営業外費用合計 41 8

経常利益 4,062 5,219

特別利益   

 固定資産売却益 2 6

 投資有価証券売却益 － 4

 負ののれん発生益 409 －

 特別利益合計 411 11

特別損失   

 固定資産売却損 1 －

 固定資産除却損 3 12

 投資有価証券売却損 － 0

 投資有価証券評価損 7 14

 減損損失 117 125

 会員権売却損 － 0

 退職給付制度改定損 － 379

 役員退職慰労金 110 －

 厚生年金基金脱退損失 166 －

 特別損失合計 405 532

税金等調整前四半期純利益 4,068 4,699

法人税、住民税及び事業税 1,557 1,351

法人税等調整額 △113 △646

法人税等合計 1,444 704

少数株主損益調整前四半期純利益 2,624 3,995

少数株主利益 0 －

四半期純利益 2,623 3,995
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,624 3,995

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 231 149

 繰延ヘッジ損益 △0 0

 その他の包括利益合計 231 149

四半期包括利益 2,855 4,144

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,854 4,144

 少数株主に係る四半期包括利益 0 －
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

連結の範囲の重要な変更　

　第１四半期連結会計期間において、当社の連結子会社でありました株式会社ハピネット・ピーエムを、平成26

年４月１日付で当社が吸収合併いたしました。

　また、第２四半期連結会計期間において、連結子会社である株式会社モリゲームズは、同じく連結子会社であ

るトイズユニオン株式会社に平成26年７月１日付で吸収合併されたため、損益計算書のみ連結しております。な

お、トイズユニオン株式会社は平成26年７月１日に株式会社マックスゲームズへ商号変更しております。

 
（会計方針の変更）

　　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の

決定方法を、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する

方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っております。

なお、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債及び利益剰余金に与える影響はありません。ま

た、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありませ

ん。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期

連結会計期間末日残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

受取手形 －百万円 1百万円

支払手形 － 13
 

 

　※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

投資その他の資産 97百万円 86百万円
 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)、のれんの償却額及び負

ののれんの償却額は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

減価償却費 484百万円 285百万円

のれんの償却額 185 －

負ののれんの償却額 1 －
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月22日
定時株主総会

普通株式 252 11.25 平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金

平成25年11月12日
取締役会

普通株式 253 11.25 平成25年９月30日 平成25年12月５日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月21日
定時株主総会

普通株式 305 13.50 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金

平成26年11月12日
取締役会

普通株式 305 13.50 平成26年９月30日 平成26年12月５日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額

(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２
玩具事業 映像音楽事業

ビデオゲーム

事業

アミューズ

メント事業
計

売上高        

 外部顧客への売上高 60,994 33,024 54,302 17,138 165,461 ― 165,461

 セグメント間の内部

 売上高又は振替高
― ― ― ― ― ― ―

計 60,994 33,024 54,302 17,138 165,461 ― 165,461

セグメント利益 2,667 313 351 1,641 4,975 △952 4,023
 

(注) １．セグメント利益の調整額△952百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△952百万円が含ま

れております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社の総務部門等管理部門に係る費用でありま

す。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

イ．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額

(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２
玩具事業 映像音楽事業

ビデオゲーム

事業

アミューズ

メント事業
計

売上高        

 外部顧客への売上高 74,911 32,379 48,571 18,464 174,327 ― 174,327

 セグメント間の内部

 売上高又は振替高
― ― ― ― ― ― ―

計 74,911 32,379 48,751 18,464 174,327 ― 174,327

セグメント利益 4,258 27 427 1,475 6,187 △1,037 5,149
 

(注) １．セグメント利益の調整額△1,037百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,037百万円が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社の総務部門等管理部門に係る費用であ

ります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

ロ．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法

を変更したことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しており

ます。なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の各報告セグメントのセグメント利益又は損失

に与える影響はありません。

　

ハ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

       　（固定資産に係る重要な減損損失）

「ビデオゲーム事業」において、売却の意思決定をした資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額

したことにより、減損損失125百万円を特別損失に計上しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 116円46銭 176円53銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 2,623 3,995

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 2,623 3,995

普通株式の期中平均株式数(千株) 22,528 22,631

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 115円06銭 173円81銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(千株) 274 354

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

 

(重要な後発事象)

　　　該当事項はありません。

　

２ 【その他】

平成26年11月12日開催の当社取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(1) 中間配当による配当金の総額…………………… 305百万円

(2) １株当たりの金額………………………………… 13円50銭

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成26年12月５日

(注) 平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月12日

株式会社ハピネット

 取締役会 御中

 

東陽監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   横   倉   光   男   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   宝   金   正   典   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   榎   倉   昭   夫   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハピ

ネットの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から

平成26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハピネット及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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